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１ 新聞の市場動向 

○ 新聞（日本新聞協会加盟 109 社(注)が扱う新聞。以下同じ。）の発行部数（戸別

配達，駅売店やコンビニ等での即売，郵送，広告主等への寄贈，社内用の部数。

以下同じ。），販売収入及び広告収入は減少傾向にあり，新聞市場は縮小傾向にあ

る。販売店数も統合などにより減少傾向にある。 

○ 新聞の発行部数のうち郵送や即売の部数を除いた発行部数の割合である，いわ

ゆる戸別配達率は 94.3%である。 

○ 新聞の普及率及び発行部数は世界第 3位である。一方，新聞の発行紙数は世界

第 13位である。 

注 日本新聞協会に加盟しているのは，一般時事又は主としてスポーツに関するニュースを報道

し，発行部数 1万部以上を発行する日刊紙（週 6日以上発行）を扱う社である。発行部数１万

部未満の新聞や業界紙などのみを扱う社は含まれていない。 

 

（１）新聞の市場規模 

 ○ 新聞の販売収入と広告収入の合計は 1兆 9606 億円（2006 年度）（販売収入 1

兆 2532 億円，広告収入は 7074 億円）（2006 年度），発行部数は 5202 万部（2007

年），新聞発行本社は 109 社（2008 年），新聞販売店数は 2万 424 店である（2007

年）。【図表 1】 

○ 新聞の発行部数のうち，郵送や即売の部数を除いた発行部数の割合（いわゆ

る戸別配達率）は 94.3%である。（2007 年）。【図表 1】 

○ 発行部数上位 3社（読売新聞，朝日新聞及び毎日新聞）における朝夕刊セッ

ト紙の価格は 3,925 円である（2007 年）。【図表 1】 

 

図表 1 新聞の市場概要 

 
日本新聞協会ＨＰ，日本新聞年鑑 07-08（電通）及び日本ＡＢＣ協会 08年 2月ＡＢＣ部数のデータ

を基に作成 
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○ 新聞の月決め購読料金（複数の新聞又は複数の販売方法（朝夕刊セット紙及

び統合版(注)等）を扱う発行本社においては，その社の代表的な新聞又は販売

方法における月決め購読料金）は 1,500 円から 5,000 円まで 58種類ある（2008

年）。【図表 2】 

注 統合版とは，新聞発行本社が，夕刊を配達することが困難な地域を対象に発行しているも

のであって，朝刊と同様に朝方配達され，一般的には朝刊と同様の建て頁，体裁をとるもの

であるが，内容的には前日の夕刊の内容を取り込んだものとされている。 

 

図表 2 新聞の月決め購読料金の種類 

（2008 年 4月調査現在） 

 

                 計 58 種 109 社  

    ※ 複数の新聞又は複数の販売方法（朝夕刊セット紙及び統合版等）を扱う発行本社にお

いては，その社の代表的な新聞又は販売方法における月決め購読料金。 

    ※ 最低料金は 1,500 円（南信州新聞），最高料金は 5,000 円（電波新聞） 

出典：日本新聞協会調べ 

 



                       3 

○ 新聞の普及率及び発行部数は世界第３位である。一方，新聞の発行紙数は世

界第 13位である（2006 年）。【図表 3】 

 

図表 3 各国の普及率，発行部数及び発行紙数 

 
    ※ 日本は日本新聞協会加盟社のみのデータ。 

世界新聞協会『World Press Trends』（2007年版），日本新聞協会ＨＰのデータを基に作成 

 

（２）新聞の市場の推移 

 ○ 発行部数は 1997 年をピークに減少傾向にある（一般紙はほぼ横ばい，スポ

ーツ紙は減少傾向。）。【図表 4】 

 

図表 4 新聞の発行部数と１世帯当たりの部数の推移（単位：万部） 

 
出典：日本の新聞 2008（日本新聞協会） 
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○ 発行本社の販売収入は 2002 年度から減少傾向にある。広告収入は 2001 年か

ら減少傾向にある。【図表 5】 

 

 図表 5 新聞発行本社における新聞事業の販売収入及び広告収入の推移（単位：億

円） 

 

 

 

日本新聞協会ＨＰのデータを基に作成 

 

○ 新聞販売店数は統合などにより年々減少している。【図表 6】 

    

図表 6 新聞販売店数の推移 

 
 

日本新聞協会ＨＰのデータを基に作成 
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○ 媒体別広告費をみると，新聞の広告費は最近減少している。他方，インター

ネット・フリーペーパー等の広告費が伸長している。【図表 7】 

 

図表 7 媒体別広告費の推移 

 
出典：「日本の広告費 2007」（電通） 
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２ 新聞の流通実態 

 

（１）新聞の流通経路【図表 8】 

 ○ ほとんどの新聞（新聞発行本社販売収入の約 95%）は新聞発行本社から新聞

販売店を経由して販売されている。その他，駅売店やコンビニエンスストア等

の即売所を経由して販売される流通経路がある。 

 

図表 8 新聞の流通経路等 

 
「情報メディア白書 2008」（ダイヤモンド社）のデータを基に作成 

  

（２）新聞の収益構造【図表 8】 

○ 新聞発行本社の収入は新聞販売店等からの販売収入のほか，広告会社からの

広告収入及びその他事業の収入がある。販売収入と広告収入の比率は 64：36

である。広告収入は新聞発行本社にとって，販売収入と並んで重要な収入源で

ある。 

○ 新聞発行本社においては新聞発行部数が増大すれば，販売収入の増大のほか，

新聞広告単価の上昇と新聞広告受注量の増加が見込まれ，新聞広告収入の増加

につながる。 

○ 新聞販売店の収入は販売収入（新聞の売買差益。販売手数料と呼ばれる場合

もある。）のほか，折込広告代理店からの折込広告収入及び新聞発行本社から

の補助（販売促進費）がある。販売収入，折込広告収入及び販売促進費の比率

は 48：41:11 であり，折込広告収入は販売収入と並んで重要な収入源である。 

○ 新聞販売店においてはその販売店の取扱い部数が増大すれば，折込広告単価

の上昇と折込広告受注量の増加が見込まれ，折込広告収入の増加につながる。 

○ 新聞販売店における販売部数の増加が，新聞発行本社からの販売促進費（増
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紙奨励補助）の増加につながると言われている。販売促進費が新聞販売店の総

収入に占める割合は，全国紙の方がブロック紙や地方紙よりも多いと言われて

いる。 

 

（３）新聞販売店の形態及び販売契約の内容 

○ 新聞販売店は，いずれかの新聞発行本社の系統に属する個人店主が経営する

専売店が中心である。最近は，新聞発行本社の子会社等（いわゆる販売会社）

が増加しているといわれている。【図表 9】 

○ 新聞販売契約において他紙取扱い制限，厳格な営業区域の指定，定価販売の

遵守等が義務づけられている。【図表 10】 

 

図表 9 新聞販売店の形態 

専売店 いずれかの新聞発行本社の系統に属し，当該系統の新聞のみを扱う。 

複合店 いずれかの新聞発行本社の系統に属し，かつ他紙も扱っている。 

合売店 一定の地域においてすべての新聞を取り扱う。 

   ※新聞販売店のうち，専売店は約５０％，複合店は約４５％，合売店は約５％と推定される。 

「再販問題検討のための政府規制等と競争政策に関する研究会資料編」（公正取引委員会事

務局 1998 年）を基に作成 

 

図表 10 新聞販売店と新聞発行本社の主な契約内容 
他紙取扱 
制限 

ほとんどの新聞発行本社は，契約上，新聞販売店が他の新聞を取り扱うこと
について，何らかの形でこれを制限することができる条項を置いている
（86.8%）。制限の形態としては，他紙の取扱いについて新聞発行本社の同意を
求めることが多い。 

営業区域 
指定 

新聞発行本社は，例外なく，契約書等において新聞販売店の営業区域を指定
している。当該区域外で販売活動をすることはもちろん，区域外の購読者から
購読申込みを受けた場合でも販売することはできない。この意味で，この地域
制限は，極めて厳格な排他的テリトリー制となっている。 

定価販売 
遵守義務 

新聞発行本社は，例外なく契約書上新聞販売店に対して定価又は新聞発行本
社の指示する価格での販売を義務付けている。 

その他 ①取引保証金（又は信認金）の預託義務，②重要事項の変更に係る新聞発行
本社の事前承認制，③新聞発行本社の帳簿等閲覧権，④新聞発行本社の報告徴
収権，⑤販売促進活動に対する新聞発行本社の指示。 

「一般日刊新聞紙の流通実態等に関する調査報告書」（公正取引委員会事務局 1995 年）

を基に作成 

 

（４）新聞の増紙活動（販売促進） 

○ 新聞発行本社においては新聞発行部数増が販売収入増に結びつくのは当然

として，新聞発行部数が多ければ広告媒体としての新聞の価値が高まり広告収

入の増加が期待できるため，増紙活動（販売促進）のインセンティブが強く働

き，活発な増紙活動が行われている。 
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３ 新聞の流通・取引慣行の問題及び是正の取組 

 

（１）新聞の価格に関する問題 

○ 発行部数上位 3社（読売新聞，朝日新聞及び毎日新聞）における朝夕刊セッ

ト紙の価格は 3,925 円であり，差がない。【図表 1】 

○ 発行本社における長期購読割引及び口座割引は行われていない。 

〔是正の取組〕 

○ 大量購入割引を実施している発行本社が 8社ある。（産経新聞（大阪），長崎

新聞，宮崎日日新聞，デーリー東北，信濃毎日新聞，四国新聞，愛媛新聞，南

日本新聞） 

○ 学校教育教材用の割引定価を設定している発行本社が 42社ある。（別紙 1） 

 ○ 朝夕刊セット販売地域において，朝刊又は夕刊単独の購読を希望する購読者

向けにいずれか単独での価格を設定している発行本社が 8社ある。（別紙 2） 

○ 広告主に対し広告掲載紙の価格を朝刊 80 円（定価 110 円），夕刊 30 円（同

50円）で販売している。（岩手日報） 

○ ヘラルド朝日（英字新聞）は学生向けや一括前払いの場合に割引定価を設定

している。（朝日新聞） 

○ 一部の新聞発行本社において，月刊誌とのセット割引が設定・実施されてい

る。（産経新聞） 

 

（２）業界自主ルールを超える景品提供 

○ 増紙活動（販売促進）において，業界自主ルールを超える景品提供が行われ

ている問題があると言われている。新聞業の景品制限告示（景表法告示）及び

業界の自主基準である新聞業における景品類の提供の制限に関する公正競争

規約で規定される上限である 6 ヶ月分の購読料金の 8％を超える景品提供が行

われている場合がある〔「読者調査結果に基づく新聞の購読者に対する景品類

提供の申し出の実態」（新聞公正取引協議委員会(注) 2007 年）〕。【図表 11】 

注 新聞公正取引協議委員会は，新聞業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約

（業界自主ルール）に基づいて設置されている新聞公正取引協議会の中央組織。 
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図表 11 購読者に申し出のあった景品類の価格 

 
「読者調査結果に基づく新聞の購読者に対する景品類提供の申し出の実態」（新聞

公正取引協議委員会 2007 年）のデータを基に作成 

 

※ 新聞購読者に対して懸賞の方法によらないで提供することができる景品類の最高額は，取

引の価額の 8％又は 6か月分の購読料金の 8％のいずれか低い金額の範囲である。１か月分の

購読料金が 3,925円の場合，「6か月分の購読料金の 8％」は 1,884円となることから，2,000

円を超える景品類については過大景品である蓋然性が高い。 

 

〔是正の取組〕 

○ 新聞業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約（業界自主ルー

ル）の目的を達成するために設置されている新聞公正取引協議会において，同

規約の違反者に対する違反行為の停止又は撤回，違約金の支払等の措置を実施。

（新聞公正取引協議会） 

○ 朝日新聞，読売新聞及び毎日新聞が行っていた首都圏における金券提供につ

いて，朝日新聞及び読売新聞は廃止。（朝日新聞及び読売新聞） 

 

（３）強引な勧誘 

○ 増紙活動（販売促進）において，強引な勧誘がなされている場合があると言

われている。新聞は，訪問販売に関する消費者相談件数の多い品目として上位

2番目に位置付けられており〔「産業構造審議会消費経済部会特定商取引小委員

会報告書」（経済産業省 2007 年）〕，相談の特徴等として，家庭訪販による強

引な勧誘などの販売方法に関するトラブルが多いとされている〔「2006 年度の

PIO-NET にみる消費者生活相談の概要」（国民生活センター）〕。 

〔是正の取組〕 

○ 全国に展開する新聞セールスインフォメーションセンター（旧，新聞セール
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ス近代化センター）において，新聞セールススタッフの登録により新聞発行本

社が違法行為の目立つセールススタッフを雇用できない仕組みにする取組，及

び読者苦情の受付・処理を行う取組。（新聞セールスインフォメーションセン

ター） 

 

（４）残紙の存在 

○ 新聞販売店に供給されながら顧客には提供されない新聞紙（いわゆる残紙）

が少なからず存在していると言われている。新聞販売店における非販売部数

（残紙）の割合の平均（平均非販売率）は，8.7％に上る。日本ＡＢＣ協会は，

異常に非販売率の高い発行本社には減紙を要請している。〔「ＪＡＢＣ」（社団

法人日本ＡＢＣ協会 2007）〕 

〔是正の取組〕 
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※流通・取引慣行の弊害是正６項目及び是正の取組 

○ 現在の上記問題に対する是正の取組及びこれまでなされてきた取組を，平成

10 年 1 月に公表された再販問題検討のための政府規制等と競争政策に関する

研究会の報告によって指摘されている弊害の是正を図る観点から，平成 10年 3

月 31 日に公正取引委員会が示した，いわゆる弊害是正 6 項目に対応させると

以下のとおりになる。 

弊害是正６項目 是正の取組 

○ 時限再販・部分再販等再

販制度の運用の弾力化 

 

○ 各種の割引制度の導入等

価格設定の多様化 

○ 大量購入割引を実施している発行本社が8社あ

る。（産経新聞（大阪），長崎新聞，宮崎日日新聞，

デーリー東北，信濃毎日新聞，四国新聞，愛媛新

聞，南日本新聞） 

○ 学校教育教材用の割引定価を設定している発

行本社が 42社ある。（別紙 1） 

○ 朝夕刊セット販売地域において，朝刊又は夕刊

単独の購読を希望する購読者向けにいずれか単

独での価格を設定している発行本社が 8社ある。

（別紙 2） 

○ 広告主に対し広告掲載紙の価格を朝刊80円（定

価 110 円），夕刊 30 円（同 50 円）で販売してい

る。（岩手日報） 

○ ヘラルド朝日（英字新聞）は学生向けや一括前

払いの場合に割引定価を設定している。（朝日新

聞） 

○ 一部の新聞発行本社において，月刊誌とのセッ

ト割引が設定・実施されている。（産経新聞） 

○ 再販制度の利用・態様に

ついての発行者の自主性の

確保 

 

○ サービス券の提供等小売

業者の消費者に対する販売

促進手段の確保 

○ 平成19年 12月からポイントサービス会社と提

携したポイント制を導入した。この制度は購読料

金をクレジットカード決済し，同時にポイントサ

ービス会社に会員登録している読者に対し毎月

ポイントを付与する。ポイントをためるとサービ

ス会社が提供する景品やサービスと交換するこ

とができる。（毎日新聞） 

○ 通信販売，直販等流通ル  
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ートの多様化及びこれに対

応した価格設定の多様化 

○ 円滑・合理的な流通を図

るための取引関係の明確

化・透明化その他取引慣行

上の弊害の是正 

○ 新聞業における景品類の提供の制限に関する

公正競争規約（業界自主ルール）の目的を達成す

るために設置されている新聞公正取引協議会に

おいて，同規約の違反者に対する違反行為の停止

又は撤回，違約金の支払等の措置を実施。（新聞

公正取引協議会） 

○ 朝日新聞，読売新聞及び毎日新聞が行っていた

首都圏における金券提供について，朝日新聞及び

読売新聞は廃止。（朝日新聞及び読売新聞） 

○ 全国に展開する新聞セールスインフォメーシ

ョンセンター（旧，新聞セールス近代化センター）

において，新聞セールススタッフの登録により新

聞発行本社が違法行為の目立つセールススタッ

フを雇用できない仕組みにする取組，及び読者苦

情の受付・処理を行う取組。（新聞セールスイン

フォメーションセンター） 
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出典：日本新聞協会調べ 

（別紙1） 
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出典：日本新聞協会調べ 

 

（別紙2） 


